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議案第１号 

   箞木小学校用地の一部管理替について 

 箞木小学校用地の一部について、財務部公共施設再編・資産活用課へ管理替する

ものとする。 

  令和５年１月２６日 提出 

                     唐津市教育委員会 

                      教育長 栗 原 宣 康     

 

提案理由  箞木小学校用地の一部について譲渡申請があったことに対し、当該土

地を用途廃止し、財務部公共施設再編・資産活用課へ管理替するもの。 

  



箞木小学校用地の一部管理替について 

 

１ 概要 

  令和４年９月、唐津市厳木町箞木３０５在住の秀島圭子氏から財務部公共施設

再編・資産活用課あてに、箞木小学校用地の一部を自宅の増築計画に伴い一体的

に利用することを目的に譲渡申請書が提出された。 

  当該土地は、学校敷地内通路（道路）と個人所有地との間の土地であり、学校

運営に支障がないと判断できることから用途廃止し、公共施設再編・資産活用課

に管理替するもの。 

 

２ 移管する土地 

箞木小学校用地の一部 74 ㎡  

所在地 地目 台帳面積 移管面積 備考 

唐津市厳木町箞木字平

畑３２１番３ 

学校 

用地 
746 ㎡ 74 ㎡ 

財務部公共

施設再編・

資産活用課

に移管 

 

３ 今後の手続きについて 

  登記事務は財務部公共施設再編・資産活用課で行い、登記完了後、教育総務課

において唐津市公有財産規則第７条及び第９条に基づく手続きを行う。 



A4 令和04年06月08日 21時31分

当該土地



議案第２号 

   学校給食費の改定及び調整について 

 学校給食費を別紙のように改定及び調整するもの。 

  令和５年１月２６日 提出 

 唐津市教育委員会 

教育長 栗 原 宣 康     

 

 

提案理由  令和４年１２月２６日に開催された、唐津市学校給食運営委員会に

おいて、令和５年度からの学校給食費改定について、給食費の改定は

必要であるとの答申を受け改定するもの。 

また、令和５年９月より稼働予定の西部学校給食センター（仮

称）の給食費について、東部学校給食センターの給食費と同額とする

ことは適正であるという答申を受け、同給食センターの給食費を同額

で調整するもの。 









議案第３号 

   唐津市立学校体育施設の開放に関する規則を廃止する規則制定につい 

   て 

 唐津市立学校体育施設の開放に関する規則を廃止する規則を別紙のように制定す

るものとする。 

  令和５年１月２６日 提出 

                     唐津市教育委員会 

教育長 栗 原 宣 康     

 

 

提案理由  唐津市立学校体育施設の開放に関する条例施行規則制定に伴い規則を

廃止するもの。 



規 則 案 の 概 要 

 

１ 規則案の題名 

  唐津市立学校体育施設の開放に関する規則を廃止する規則 

 

２ 廃止理由 

  唐津市立学校体育施設の開放に関する条例施行規則制定に伴い規則を廃止する

もの。 

 

３ 廃止する規則 

唐津市立学校体育施設の開放に関する規則 

 

４ 施行期日 

  令和５年４月１日から施行する。 

 



唐津市教育委員会規則第  号 

   唐津市立学校体育施設の開放に関する規則を廃止する規則 

唐津市立学校体育施設の開放に関する規則（平成１７年教育委員会規則第７０号）

を廃止する。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



○唐津市立学校体育施設の開放に関する規則

平成17年1月1日

教育委員会規則第70号

(趣旨)

第1条 この規則は、唐津市における社会体育の普及及び安全な遊び場の確保のために、市内の小中学

校の体育施設を学校教育に支障のない範囲で幼児、児童、生徒その他一般市民の利用に供すること

(以下「学校体育施設の開放」という。)に関し必要な事項を定めるものとする。

(平18教委規則36・一部改正)

(教育委員会及び校長の責任)

第2条 学校体育施設の開放に関する事務は、唐津市教育委員会(以下「教育委員会」という。)が管理

するものとする。

2 この規則の実施に関して、学校体育施設の開放を行う学校(以下「開放学校」という。)の校長は、

一切の責任を負わないものとする。

(平18教委規則36・一部改正)

(運営協議会)

第3条 教育委員会は、開放学校に運営協議会を置くことができる。

(平18教委規則36・旧第4条繰上)

(学校開放の日時)

第4条 学校体育施設の開放の日時は、別表のとおりとする。

2 前項の規定にかかわらず、開放学校において学校教育上又は開放事業の運営上必要と認めるとき

は、教育委員会は、開放の日時を別に定めることができる。

(平18教委規則36・旧第5条繰上・一部改正)

(利用者の範囲)

第5条 開放学校の体育施設を利用することができるものは、次の各号のいずれかに該当するものとす

る。

(1) 市内に在住し、在勤し、又は在学する者が構成する10人以上の団体で構成者に監督者としての

成人を含むもの

(2) 開放学校の体育施設区内に在住する幼児。ただし、保護者の付添いがある者に限る。

(3) 開放学校の体育施設区内に在住する児童、生徒

(平18教委規則36・旧第6条繰上・一部改正)

(利用の制限)

第6条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する場合は、利用を制限することができる。

(1) 学校教育上支障があるとき。

(2) 公安を害し、風俗を乱し、その他公共の福祉に反するとき。

(3) 専ら私的営利を目的とするとき。

(4) 政治団体その他特殊の団体において利用するとき。

(5) 学校施設を損傷する等その管理上支障あるとき。

(6) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会が管理上支障があると認めるとき。

(平18教委規則36・旧第7条繰上・一部改正)

(利用者の弁償責任)

第7条 利用者は、学校施設を損傷し、又は滅失したときは、それによって生じた損害を賠償しなけれ

ばならない。

(平18教委規則36・旧第8条繰上)

(補則)

第8条 この規則に定めるもののほか、学校体育施設の開放に関し必要な事項は、教育委員会が別に定

める。

(平18教委規則36・旧第9条繰上・一部改正)

附 則

(施行期日)

1 この規則は、平成17年1月1日から施行する。

(経過措置)

2 この規則の施行の日の前日までに、合併前の唐津市立学校体育施設の開放に関する規則(昭和51年唐

津市教育委員会規則第7号)、厳木町立小・中学校体育館使用規程(昭和59年厳木町教育委員会規則第3
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号)、相知町立小学校及び中学校の施設の開放に関する規則(昭和49年相知町教育委員会規則第10号)、

北波多村立小学校及び中学校の施設の開放に関する規則(昭和61年北波多村教育委員会規則第9号)又

は鎮西町立小学校及び中学校の施設の開放に関する規則(昭和50年鎮西町教育委員会規則第2号)の規

定によりなされた手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされたものとみなす。

附 則(平成18年教委規則第36号)

この規則は、平成18年10月1日から施行する。

別表(第4条関係)

(平18教委規則36・一部改正)

開放の種類 開放する日 開放する時間

スポーツ開放 平日 午後5時30分から午後9時30分ま
で

土曜日 午前9時から午後9時30分まで

日曜日及び国民の祝日に関する
法律(昭和23年法律第178号)に規
定する休日

午前9時から午後8時まで
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議案第４号 

   唐津市立学校体育施設の開放に関する条例施行規則制定について 

 唐津市立学校体育施設の開放に関する条例施行規則を別紙のように制定するもの

とする。 

  令和５年１月２６日 提出 

                     唐津市教育委員会 

教育長 栗 原 宣 康     

 

 

提案理由  唐津市立学校体育施設の開放に関する条例制定に伴い制定するもの。 



規 則 案 の 概 要 

 

１ 規則案の題名 

  唐津市立学校体育施設の開放に関する条例施行規則 

 

２ 制定理由 

  唐津市立学校体育施設の開放に関する条例制定に伴い制定するもの 

 

３ 規則案の内容 

別紙のとおり 

  

４ 施行期日 

  令和５年４月１日から施行する。 

 

 



唐津市教育委員会規則第  号 

唐津市立学校体育施設の開放に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、唐津市立学校体育施設の開放に関する条例（以下「条例」と

いう。）の施行に関して必要な事項を定めるものとする。 

(教育委員会及び校長の責任) 

第２条 学校体育施設の開放に関する事務は、唐津市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）が管理するものとする。 

２ この規則の実施に関して、学校体育施設を開放する唐津市立小学校及び中学校

(以下「開放学校」という。)の校長は、一切の責任を負わないものとする。 

(開放学校及び施設) 

第３条 開放学校及び施設は、別表のとおりとする。 

 (学校開放の日時) 

第４条 学校体育施設の開放の日時は、別表２のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、開放学校において学校教育上又は開放事業の運営上

必要と認めるときは、教育委員会は、開放の日時を別に定めることができる。 

（使用許可の申請） 

第５条 開放学校の体育施設を使用しようとする者は、学校体育施設利用許可申請

書（第１号様式）を利用日前までに提出しなければならない。 

２ 次に掲げる学校体育施設を利用するものは、利用券（第２号様式）を購入し、

学校体育施設利用後に、使用した金額分の利用券を係員に提出するものとする。 

(1) 唐津市立小中学校の屋内運動場 

(2) 唐津市立小中学校の剣道場 

(許可書の交付) 

第６条 教育委員会は、前条第1項の使用を許可したときは、学校体育施設利用許

可書を申請者に交付するものとする。 

（利用時間及び使用料の取扱い） 

第７条 開放学校の利用時間及び使用料取扱いは次のとおりとする。 



（1）利用時間には、準備及び利用後の整理、原状回復等に要する時間を含むもの

とする。 

（2）使用料については、利用時間に１時間に満たない端数があるときは、これを

１時間に切り上げる。 

（利用者の遵守事項） 

第８条 学校体育施設の利用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 利用許可を受けた学校体育施設以外の学校施設にみだりに立ち入らないこ

と。 

(2) 学校敷地内で火気の使用や喫煙をしないこと。 

(3) 学校体育施設等の使用を終えたときは、直ちに清掃し、原状に回復するこ

と。 

(4) 前各号に掲げるもののほか、教育委員会や当該開放校の校長が指示した事項 

 (補則) 

第９条 この規則に定めるもののほか、学校体育施設の開放に関し必要な事項は、

教育委員会が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

２ この規則の公布日以降においては、この規則の施行日前においても、同日以後

の利用についての許可することができる。 

  



別表（第３条関係） 

開放学校名 開放施設 

東唐津小学校 外町小学校 長松小学校 西唐津小学校 

竹木場小・高峰中学校 高島小学校 佐志小学校 鏡山小学校 

久里小学校 鬼塚小学校 大良小学校 湊小学校 成和小学校 

大志小学校 浜崎小学校 玉島小学校 平原小学校 

厳木小学校 箞木小学校 相知小学校 伊岐佐小学校 

北波多小学校 切木小学校 入野小学校 納所小学校 

田野小学校 名護屋小学校 馬渡小中学校 加唐小中学校 

打上小学校 呼子小学校 小川小中学校 七山小中学校 

第一中学校 佐志中学校 第五中学校 鏡中学校 鬼塚中学校 

湊中学校 西唐津中学校 浜玉中学校 厳木中学校 

相知中学校 北波多中学校 肥前中学校 

屋内運動場 

浜玉中学校 相知中学校 海青中学校 剣道場 

東唐津小学校 外町小学校 長松小学校 西唐津小学校 

竹木場小・高峰中学校 高島小学校 佐志小学校 鏡山小学校 

久里小学校 鬼塚小学校 大良小学校 湊小学校 成和小学校 

大志小学校 浜崎小学校 玉島小学校 平原小学校 

厳木小学校 箞木小学校 相知小学校 伊岐佐小学校 

北波多小学校 切木小学校 入野小学校 納所小学校 

田野小学校 名護屋小学校 馬渡小中学校 加唐小中学校 

打上小学校 呼子小学校 小川小中学校 七山小中学校 

第一中学校 佐志中学校 鏡中学校 鬼塚中学校 湊中学校 

浜玉中学校 厳木中学校 相知中学校  

北波多中学校 肥前中学校 海青中学校 

屋外運動場 

浜玉中学校 厳木中学校 テニスコート 

 



別表２（第４条関係） 

開放の種類 開放する日 開放する時間 

スポーツ開放 

（屋内運動場） 

（剣道場） 

（屋外運動場） 

（テニスコート） 

平日 
午後５時３０分から 

午後９時３０分まで 

土曜日 
午前８時から 

午後９時３０分まで 

日曜日及び国民の祝日に関

する法律(昭和２３年法律第

１７８号)に規定する休日 

午前８時から 

午後９時３０分まで 

※相撲場については屋外運動場の一部とするもの。 



様式第１号（第５条関係） 

学校体育施設利用許可申請書 

    年  月  日 

              様 

 

申請者 団体名 

代表者住所 

代表者氏名 

連絡先（TEL） 

（FAX） 

            

次のとおり学校体育施設を利用したいので、許可くださるよう申請します。 

利用施設名         学校 

☐屋内運動場【 ２面 ・ １面 】 

☐剣道場 

☐屋外運動場【 全面 ・ 半面 】    

☐テニスコート 

利用者の範囲 一般 ・ 中学生以下 
利用者の 

予定人数 

        人（１回あたり） 

（うち監督・コーチ   人） 

利用目的  

利用希望 

期日及び時間 

☐期日【 毎週（    曜日） ・ 毎月（第    曜日） 】 

    年  月  日から   年  月  日まで 

          時  分から     時  分まで（  時間） 

 

☐期日【 毎週（    曜日） ・ 毎月（第    曜日） 】 

    年  月  日から   年  月  日まで 

          時  分から     時  分まで（  時間） 

 

☐期日【 毎週（    曜日） ・ 毎月（第    曜日） 】 

    年  月  日から   年  月  日まで 

          時  分から     時  分まで（  時間） 

 

備  考  

太枠部分のみ記入してください。 

学校体育施設利用許可書 

上記学校体育施設利用について 

 ☐許可します。（使用料は、唐津市立学校体育施設の開放に関する条例に基づく。） 

 ☐許可しません。（理由） 

                  年  月  日 

             印 

 

 



様式第２号（第５条関係） 

  

 表紙 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本紙 

 

 

 

No.     

唐 津 市 立 学 校 体 育 施 設 

利 用 券     円（１０枚つづり） 

領収金額      円 

唐津市教育委員会  

唐津市立学校体育施設 

利用券 

   円 

この券をもって領収書に代えます。 

唐津市教育委員会 

 

この券をもって領収書

に代えます。 

唐津市 

唐津市立学校体育施設

利用券 

   円 

唐津市教育委員会 

㊞ 

No.    No.    



議案第５号 

   唐津市教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則の一部を 

改正する規則制定について 

 唐津市教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則の一部を改正する規

則を別紙のように制定するものとする。 

  令和５年１月２６日 提出 

                     唐津市教育委員会 

教育長 栗 原 宣 康     

 

 

提案理由  唐津市立学校体育施設の開放に関する条例制定に伴い改正するもの。 



規 則 案 の 概 要 

 

１ 規則案の題名 

  唐津市教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則 

 

２ 改正理由 

  唐津市立学校体育施設の開放に関する条例制定に伴い改正するもの 

 

３ 改正の内容 

(1) 第２条の表中右欄に「及び市民センター産業・教育課の職員」を加えるもの。 

 (2) 同条に次の１項を加えるもの。 

「２ 前項の規定により補助職員に委任する事務については、補助職員に専決

させることができる。」 

(3) 第３条中「前条」の次に「第１項」を加えるもの。 

４ 施行期日 

  令和５年４月１日から施行する。 



唐津市教育委員会規則第  号 

唐津市教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則の一部を 

改正する規則 

第２条の表唐津市立学校体育施設の開放に関すること。の項中「職員」の次に

「及び市民センター産業・教育課の職員」を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 前項の規定により補助職員に委任する事務については、補助職員に専決させる

ことができる。 

第３条中「前条」の次に「第１項」を加える。 

   附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 



 議案第５号参考資料 

唐津市教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則の一部改正新旧対照表 
改      正      案 現             行 

（委任事項） （委任事項） 

第２条 教育委員会は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法

律第１６２号）第２１条に規定する教育委員会の権限に属する事務のうち、次の

表の左欄に掲げる事務を同表右欄に掲げる市長の補助機関たる職員（以下「補助

職員」という。）に委任する。 

第２条 教育委員会は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法

律第１６２号）第２１条に規定する教育委員会の権限に属する事務のうち、次の

表の左欄に掲げる事務を同表右欄に掲げる市長の補助機関たる職員（以下「補助

職員」という。）に委任する。 

委任事務 補助職員 

唐津市立学校体育施設の開放に関すること。 スポーツ局の職員及び市

民センター産業・教育課の

職員 
 

委任事務 補助職員 

唐津市立学校体育施設の開放に関すること。 スポーツ局の職員       

                       

     
 

２ 前項の規定により補助職員に委任する事務については、補助職員に専決させる

ことができる。 

                                    

         

（権限委任の留保） （権限委任の留保） 

第３条 教育委員会は、特に必要があると認められるときは、市長と協議をして前

条第１項の規定により委任した事務を自ら行うことができるものとする。 

第３条 教育委員会は、特に必要があると認められるときは、市長と協議をして前

条      の規定により委任した事務を自ら行うことができるものとする。 

 



○唐津市教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則

平成24年3月27日

教育委員会規則第4号

(趣旨)

第1条 この規則は、地方自治法(昭和22年法律第67号)第180条の7の規定に基づき、他の法令に定める

ものを除き、唐津市教育委員会(以下「教育委員会」という。)の権限に属する事務(以下「事務」と

いう。)の委任について、別に定めのあるものを除き必要な事項を定めるものとする。

(委任事項)

第2条 教育委員会は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律(昭和31年法律第162号)第21条に規定

する教育委員会の権限に属する事務のうち、次の表の左欄に掲げる事務を同表右欄に掲げる市長の補

助機関たる職員(以下「補助職員」という。)に委任する。

(平25教委規則6・平27教委規則6・平28教委規則2・平30教委規則4・令4教委規則9・一部改正)

(権限委任の留保)

第3条 教育委員会は、特に必要があると認められるときは、市長と協議をして前条の規定により委任

した事務を自ら行うことができるものとする。

(協議)

第4条 補助職員は、委任に係る事項についてこれを執行する場合、特に重要な事項については、教育

委員会に協議しなければならない。

(補則)

第5条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長と協議して別に定める。

附 則

この規則は、平成24年4月1日から施行する。

附 則(平成25年教委規則第6号)

この規則は、平成25年4月1日から施行する。

附 則(平成27年教委規則第6号)

この規則は、平成27年4月1日から施行する。

附 則(平成28年教委規則第2号)

この規則は、平成28年4月1日から施行する。

附 則(平成30年教委規則第4号)

この規則は、平成30年8月1日から施行する。

附 則(令和4年教委規則第9号)

この規則は、令和4年6月23日から施行する。

委任事務 補助職員

唐津市立学校体育施設の開放に関すること。 スポーツ局の職員

Page 1 of 1唐津市教育委員会の権限に属する事務の委任等に関する規則
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議案第６号 

   唐津市条例の廃止に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定 

める規則制定について 

 唐津市条例の廃止に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則を

別紙のように制定するものとする。 

  令和５年１月２６日 提出 

 唐津市教育委員会    

                      教育長 栗 原 宣 康 

 

提案理由  唐津市勤労青少年ホームの廃止に伴い制定するものである。 



規 則 案 の 概 要 

 

１ 規則案の題名 

  唐津市条例の廃止に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規則 

 

２ 改正理由 

  唐津市勤労青少年ホームの廃止に伴い制定するもの 

 

３ 改正内容 

唐津市勤労青少年ホームの廃止について、令和５年１月２６日とするもの 

 



唐津市教育委員会規則第  号 

唐津市条例の廃止に関する条例の一部を改正する条例の施行期日を定 

める規則 

唐津市条例の廃止に関する条例の一部を改正する条例（令和４年条例第２２

号）の施行期日は、令和５年１月２６日とする。 



議案第７号 

   唐津市教育委員会教育部長等事務専決及び代決規程の一部を改正す

る規程制定について 

 唐津市教育委員会教育部長等事務専決及び代決規程の一部を改正する規程を別紙

のように制定するものとする。 

 令和５年１月２６日 提出 

                     唐津市教育委員会 

                      教育長 栗 原 宣 康  

    

 

提案理由  唐津市事務決裁規程（平成１７年規程第１０号）の改正に伴い、教育

部長等が専決できる事項を改め、合わせて字句の整理を行うものである。 



規 程 案 の 概 要 

 

１ 規程案の題名 

  唐津市教育委員会教育部長等事務専決及び代決規程の一部を改正する規程 

 

２ 改正理由 

  唐津市事務決裁規程（平成１７年規程第１０号）の改正に伴い、教育部長等が

専決できる事項を改め、合わせて字句の整理を行うもの。 

 

３ 改正内容 

(1) 別表第１中、教育部長が専決できる事項に「育児休業及び部分休業に関する

こと。」、「職務専念義務の免除に関すること。」、「営利企業等の従事制限

の許可に関すること。」、「会計年度任用職員の雇用に関すること。」、「安

全衛生に関すること。」及び「定例的な告示を要しない要綱の制定又は改廃に

関すること。」を、また、市民センター長が専決できる事項に「育児休業及び

部分休業に関すること。」、「職務専念義務の免除に関すること。」、「営利

企業等の従事制限の許可に関すること。」及び「定例的な告示を要しない要綱

の制定又は改廃に関すること。」を新たに追加する。 

(2) 別表第２中、「学校共同事務室長」を「学校運営支援室長」に、また、「学

校共同事務室員」を「学校運営支援室員」に改める。 

(3) 字・句の整理を行う。 

 

４ 施行期日 

  令和５年１月２６日から施行する。 



唐津市教育委員会規程第  号 

 唐津市教育委員会教育部長等事務専決及び代決規程の一部を改正する規程を次の

ように定める。 

  令和５年１月  日 

唐津市教育委員会 

教育長 栗 原 宣 康     

 

   唐津市教育委員会教育部長等事務専決及び代決規程の一部を改正する 

規程 

唐津市教育委員会教育部長等事務専決及び代決規程（平成１７年教育委員会規程

第１号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中 

「 

教育部長が専決できる事項 

１ 市議会の議案に関連し配付する資料のうち軽易なものに関すること。 

２ 教育副部長及び課長等の６泊７日以内の旅行命令に関すること。 

３ 副課長以下の職員の７泊８日以上の旅行命令及び外国への旅行命令に関

すること。 

４ 教育副部長及び課長等の週休日等の勤務命令に関すること。 

５ 教育副部長及び課長等の休暇に関すること。 

６ 副課長以下の職員の３日を越え１月未満の休暇に関すること。 

７ 教育副部長及び課長等の事務引継ぎに関すること。 

８ 定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 

９ 名義後援に関すること。 

１０ 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること（軽易なものを除

く。）。 

１１ 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護



条例に基づく保有個人情報の開示等に関すること。 

１２ 部内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関すること。 

１３ 広報及び刊行物の編集発行に関すること（重要なもの及び軽易又は定例

的なものを除く。）。 

１４ 財産の１年以内の貸付け及び使用許可に関すること（新規のものを除

く。）。 

１５ 軽易な協定、覚書等に関すること。 

１６ 物品の供用管理に係る調整に関すること。 

１７ 不用品の処分に関すること。 

１８ 教育委員会事務局の事務・事業の執行管理に関すること。 

１９ 教育委員会事務局の事務・事業の調整に関すること。 

２０ 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の

開催に関すること。 

２１ 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 

２２ 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 

２３ 都道府県教育委員会その他の教育委員会との連絡調整に関すること。 

２４ 学校教職員の恩給及び退職手当並びに共済組合等に関すること。 

２５ 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 

２６ 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関するこ

と。 

２７ 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は簡易な

事項に関すること。 

」

を 

「 

教育部長が専決できる事項 

１ 市議会の議案に関連し配付する資料のうち軽易なものに関すること。 



２ 教育副部長及び課長等の６泊７日以内の旅行命令に関すること。 

３ 副課長以下の職員の７泊８日以上の旅行命令及び外国への旅行命令に関

すること。 

４ 教育副部長及び課長等の週休日等の勤務命令に関すること。 

５ 教育副部長及び課長等の休暇に関すること。 

６ 副課長以下の職員の３日を越え１月未満の休暇に関すること。 

７ 育児休業及び部分休業に関すること。 

８ 職務専念義務の免除に関すること。 

９ 営利企業等の従事制限の許可に関すること。 

１０ 教育副部長及び課長等の事務引継に関すること。 

１１ 会計年度任用職員の雇用に関すること。 

１２ 安全衛生に関すること。 

１３ 定例的な告示を要しない要綱の制定又は改廃に関すること。 

１４ 定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 

１５ 名義後援に関すること。 

１６ 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること（軽易なものを除

く。）。 

１７ 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護

条例に基づく保有個人情報の開示等に関すること。 

１８ 部内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関すること。 

１９ 広報及び刊行物の編集発行に関すること（重要なもの及び軽易又は定例

的なものを除く。）。 

２０ 財産の１年以内の貸付け及び使用許可に関すること（新規のものを除

く。）。 

２１ 軽易な協定、覚書等に関すること。 

２２ 物品の供用管理に係る調整に関すること。 

２３ 不用品の処分に関すること。 



２４ 教育委員会事務局の事務・事業の執行管理に関すること。 

２５ 教育委員会事務局の事務・事業の調整に関すること。 

２６ 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の

開催に関すること。 

２７ 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 

２８ 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 

２９ 都道府県教育委員会その他の教育委員会との連絡調整に関すること。 

３０ 学校教職員の恩給及び退職手当並びに共済組合等に関すること。 

３１ 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 

３２ 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関するこ

と。 

３３ 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は簡易な

事項に関すること。 

」 

に、 

「 

市民センター長が専決できる事項 

１ 市議会の議案に関連し配付する資料のうち軽易なものに関すること。 

２ 課長等の６泊７日以内の旅行命令に関すること。 

３ 副課長以下の職員の７泊８日以上の旅行命令及び外国への旅行命令に関

すること。 

４ 課長等の週休日等の勤務命令に関すること。 

５ 課長等の休暇に関すること。 

６ 副課長以下の職員の３日を越え１月未満の休暇に関すること。 

７ 課長等の事務引継ぎに関すること。 

８ 定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 

９ 名義後援に関すること。 



１０ 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること（軽易なものを除

く。）。 

１１ 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護

条例に基づく保有個人情報の開示等に関すること。 

１２ 市民センター内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関す

ること。 

１３ 広報及び刊行物の編集発行に関すること（重要なもの及び軽易又は定例

的なものを除く。）。 

１４ 財産の１年以内の貸付け及び使用許可に関すること（新規のものを除

く。）。 

１５ 軽易な協定、覚書等に関すること。 

１６ 物品の供用管理に係る調整に関すること。 

１７ 不用品の処分に関すること。 

１８ 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の執行管理に関するこ

と。 

１９ 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の調整に関すること。 

２０ 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の

開催に関すること。 

２１ 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 

２２ 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 

２３ 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 

２４ 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関するこ

と。 

２５ 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は軽易な

事項に関すること。 

」 

を 

「 



市民センター長が専決できる事項 

１ 市議会の議案に関連し配付する資料のうち軽易なものに関すること。 

２ 課長等の６泊７日以内の旅行命令に関すること。 

３ 副課長以下の職員の７泊８日以上の旅行命令及び外国への旅行命令に関

すること。 

４ 課長等の週休日等の勤務命令に関すること。 

５ 課長等の休暇に関すること。 

６ 副課長以下の職員の３日を越え１月未満の休暇に関すること。 

７ 育児休業及び部分休業に関すること。 

８ 職務専念義務の免除に関すること。 

９ 営利企業等の従事制限の許可に関すること。 

１０ 課長等の事務引継に関すること。 

１１ 定例的な告示を要しない要綱の制定又は改廃に関すること。 

１２ 定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 

１３ 名義後援に関すること。 

１４ 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること（軽易なものを除

く。）。 

１５ 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護

条例に基づく保有個人情報の開示等に関すること。 

１６ 市民センター内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関す

ること。 

１７ 広報及び刊行物の編集発行に関すること（重要なもの及び軽易又は定例

的なものを除く。）。 

１８ 財産の１年以内の貸付け及び使用許可に関すること（新規のものを除

く。）。 

１９ 軽易な協定、覚書等に関すること。 

２０ 物品の供用管理に係る調整に関すること。 



２１ 不用品の処分に関すること。 

２２ 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の執行管理に関するこ

と。 

２３ 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の調整に関すること。 

２４ 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の

開催に関すること。 

２５ 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 

２６ 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 

２７ 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 

２８ 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関するこ

と。 

２９ 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は軽易な

事項に関すること。 

」 

に、 

「 

課長等が専決できる事項 

１ 副課長以下の職員の６泊７日以内の旅行命令に関すること。 

２ 旅行依頼に関すること。 

３ 副課長以下の職員の週休日等の勤務命令に関すること。 

４ 時間外勤務命令に関すること。 

５ 副課長以下の職員の３日以下の休暇に関すること。 

６ 副課長以下の職員の事務引継ぎに関すること。 

７ 職員等への貸与品の貸与に関すること。 

８ 軽易な通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること。 

９ 所掌事務に係る証明に関すること。 

１０ 軽易又は定例的な広報及び刊行物の編集発行に関すること。 



１１ 施設の利用許可に関すること。 

１２ 所管施設の維持管理に関すること。 

１３ 税外収入の納入通知に関すること。 

１４ 歳計外現金に関すること。 

１５ 物品の検収に関すること。 

１６ 課内の事務・事業の執行管理に関すること。 

１７ 課内の事務・事業の調整に関すること。 

１８ 配置職員の事務分掌の決定に関すること。 

１９ 庁用自動車の管理に関すること。 

２０ 小学校及び中学校の転入学及び通学区域外の入学に関すること。 

２１ 所管に属する市民の諸団体の育成に関すること。 

」 

を 

「 

課長等が専決できる事項 

１ 副課長以下の職員の６泊７日以内の旅行命令に関すること。 

２ 旅行依頼に関すること。 

３ 副課長以下の職員の週休日等の勤務命令に関すること。 

４ 時間外勤務命令に関すること。 

５ 副課長以下の職員の３日以下の休暇に関すること。 

６ 副課長以下の職員の事務引継に関すること。 

７ 職員等への貸与品の貸与に関すること。 

８ 軽易な通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること。 

９ 所掌事務に係る証明に関すること。 

１０ 軽易又は定例的な広報及び刊行物の編集発行に関すること。 

１１ 施設の利用許可に関すること。 

１２ 所管施設の維持管理に関すること。 



１３ 税外収入の納入通知に関すること。 

１４ 歳計外現金に関すること。 

１５ 物品の検収に関すること。 

１６ 課内の事務・事業の執行管理に関すること。 

１７ 課内の事務・事業の調整に関すること。 

１８ 配置職員の事務分掌の決定に関すること。 

１９ 庁用自動車の管理に関すること。 

２０ 小学校及び中学校の転入学及び通学区域外の入学に関すること。 

２１ 所管に属する市民の諸団体の育成に関すること。 

」

に改める。 

別表第２中「事務引継ぎ」を「事務引継」に、「学校共同事務室長」を「学校運

営支援室長」に、「学校共同事務室員」を「学校運営支援室員」に改める。 

附 則 

この規程は、令和５年１月２６日から施行する。 

 



議案第７号参考資料 

唐津市教育委員会教育部長等事務専決及び代決規程の一部改正新旧対照表 
改      正      案 現             行 

別表第１（第３条、第５条関係） 別表第１（第３条、第５条関係） 

専決事項 専決事項 

教育部長が専決できる事項 

１～６ 略 

７ 育児休業及び部分休業に関すること。 

８ 職務専念義務の免除に関すること。 

９ 営利企業等の従事制限の許可に関すること。 

１０ 教育副部長及び課長等の事務引継  に関すること。 

１１ 会計年度任用職員の雇用に関すること。 

１２ 安全衛生に関すること。 

１３ 定例的な告示を要しない要綱の制定又は改廃に関すること。 

１４ 定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 

１５ 名義後援に関すること。 

１６ 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること（軽易なものを除く。）。 

１７ 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護条例

に基づく保有個人情報の開示等に関すること。 

１８ 部内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関すること。 

１９ 広報及び刊行物の編集発行に関すること（重要なもの及び軽易又は定例的な

ものを除く。）。 

２０ 財産の１年以内の貸付け及び使用許可に関すること（新規のものを除く。）。 

２１ 軽易な協定、覚書等に関すること。 

教育部長が専決できる事項 

１～６ 略 

                                       

                                     

                                             

７   教育副部長及び課長等の事務引継ぎに関すること。 

                                           

                             

                                                             

８   定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 

９   名義後援に関すること。 

１０ 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること（軽易なものを除く。）。 

１１ 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護条例

に基づく保有個人情報の開示等に関すること。 

１２ 部内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関すること。 

１３ 広報及び刊行物の編集発行に関すること（重要なもの及び軽易又は定例的な

ものを除く。）。 

１４ 財産の１年以内の貸付け及び使用許可に関すること（新規のものを除く。）。 

１５ 軽易な協定、覚書等に関すること。 



２２ 物品の供用管理に係る調整に関すること。 

２３ 不用品の処分に関すること。 

２４ 教育委員会事務局の事務・事業の執行管理に関すること。 

２５ 教育委員会事務局の事務・事業の調整に関すること。 

２６ 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の開催

に関すること。 

２７ 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 

２８ 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 

２９ 都道府県教育委員会その他の教育委員会との連絡調整に関すること。 

３０ 学校教職員の恩給及び退職手当並びに共済組合等に関すること。 

３１ 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 

３２ 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関すること。 

３３ 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は簡易な事項

に関すること。 

市民センター長が専決できる事項 

１～６ 略 

７ 育児休業及び部分休業に関すること。 

８ 職務専念義務の免除に関すること。 

９ 営利企業等の従事制限の許可に関すること。 

１０ 課長等の事務引継  に関すること。 

１１ 定例的な告示を要しない要綱の制定又は改廃に関すること。 

１２ 定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 

１３ 名義後援に関すること。 

１４ 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること（軽易なものを除く。）。 

１５ 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護条例

１６ 物品の供用管理に係る調整に関すること。 

１７ 不用品の処分に関すること。 

１８ 教育委員会事務局の事務・事業の執行管理に関すること。 

１９ 教育委員会事務局の事務・事業の調整に関すること。 

２０ 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の開催

に関すること。 

２１ 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 

２２ 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 

２３ 都道府県教育委員会その他の教育委員会との連絡調整に関すること。 

２４ 学校教職員の恩給及び退職手当並びに共済組合等に関すること。 

２５ 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 

２６ 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関すること。 

２７ 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は簡易な事項

に関すること。 

市民センター長が専決できる事項 

１～６ 略 

                                       

                                     

                                             

７   課長等の事務引継ぎに関すること。 

                                                             

８   定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 

９   名義後援に関すること。 

１０ 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること（軽易なものを除く。）。 

１１ 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護条例



に基づく保有個人情報の開示等に関すること。 

１６ 市民センター内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関するこ

と。 

１７ 広報及び刊行物の編集発行に関すること（重要なもの及び軽易又は定例的な

ものを除く。）。 

１８ 財産の１年以内の貸付け及び使用許可に関すること（新規のものを除く。）。 

１９ 軽易な協定、覚書等に関すること。 

２０ 物品の供用管理に係る調整に関すること。 

２１ 不用品の処分に関すること。 

２２ 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の執行管理に関すること。 

２３ 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の調整に関すること。 

２４ 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の開催

に関すること。 

２５ 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 

２６ 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 

２７ 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 

２８ 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関すること。 

２９ 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は軽易な事項

に関すること。 

課長等が専決できる事項 

１～５ 略 

６ 副課長以下の職員の事務引継  に関すること。 

７～２１ 略 
 

に基づく保有個人情報の開示等に関すること。 

１２ 市民センター内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関するこ

と。 

１３ 広報及び刊行物の編集発行に関すること（重要なもの及び軽易又は定例的な

ものを除く。）。 

１４ 財産の１年以内の貸付け及び使用許可に関すること（新規のものを除く。）。 

１５ 軽易な協定、覚書等に関すること。 

１６ 物品の供用管理に係る調整に関すること。 

１７ 不用品の処分に関すること。 

１８ 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の執行管理に関すること。 

１９ 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の調整に関すること。 

２０ 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の開催

に関すること。 

２１ 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 

２２ 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 

２３ 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 

２４ 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関すること。 

２５ 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は軽易な事項

に関すること。 

課長等が専決できる事項 

１～５ 略 

６ 副課長以下の職員の事務引継ぎに関すること。 

７～２１ 略 
 

  



別表第２（第３条関係） 別表第２（第３条関係） 

専決事項 専決事項 

小学校長及び中学校長が専決できる事項 

１～４ 略 

５ 職員の事務引継  に関すること。 

６ 略 

統括事務長又は事務長である学校運営支援室長が専決できる事項 

１～６ 略 

７ 共同実施業務に係る学校運営支援室員の旅行命令、時間外勤務命令に関するこ

と。 
 

小学校長及び中学校長が専決できる事項 

１～４ 略 

５ 職員の事務引継ぎに関すること。 

６ 略 

統括事務長又は事務長である学校共同事務室長が専決できる事項 

１～４ 略 

７ 共同実施業務に係る学校共同事務室員の旅行命令、時間外勤務命令に関するこ

と。 
 

 



○唐津市教育委員会教育部長等事務専決及び代決規程 

平成17年1月1日

教育委員会規程第1号

(趣旨) 

第1条 この規程は、唐津市教育委員会の事務の迅速な処理と責任の明確を期するため、教育長の権限

に属する事務であって、別に定めのあるものを除くほか、教育部長等が専決及び代決できる事務に関

し必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 専決 教育長の権限に属する事務の一部を教育部長、市民センター長及び課長等が、その責任

において常時決裁すること。 

(2) 代決 教育長又は専決することができる者(以下「専決権者」という。)が不在のとき、その決

裁すべき事務を認められた範囲内で、一時的に教育長又は当該専決権者に代わり決裁することをい

う。 

(3) 市民センター長 浜玉市民センター長、厳木市民センター長、相知市民センター長、北波多市

民センター長、肥前市民センター長、鎮西市民センター長、呼子市民センター長及び七山市民セン

ター長をいう。 

(4) 課長等 唐津市教育委員会事務局組織規則(平成17年教育委員会規則第7号)に定める課長をい

う。 

(平18教委規程1・平24教委規程1・平27教委規程2・一部改正) 

(専決事項) 

第3条 教育部長、市民センター長及び課長等が専決できる事項は、別表第1のとおりとする。 

2 市立の小学校長、中学校長及び統括事務長又は事務長である学校運営支援室長が専決できる事項

は、別表第2のとおりとする。 

(平23教委規程1・平27教委規程2・令3教委規程3・令4教委規程1・一部改正) 

(代決) 

第4条 教育長が決裁すべき事務について、教育長が不在のときは、教育部長がその事務を代決するこ

とができる。 

2 教育部長が専決できる事務について、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に定める者

がその事務を代決することができる。 

(1) 教育部長が不在のとき 参事(部長相当職) 

(2) 教育部長及び参事(部長相当職)がともに不在のとき 教育副部長 

(3) 教育部長、参事(部長相当職)及び教育副部長がいずれも不在のとき 課長等 

3 市民センター長が専決できる事務について、市民センター長が不在のときは産業・教育課長がその

事務を代決することができる。 

4 課長等が専決できる事務について、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に定める者が

その事務を代決することができる。 

(1) 課長等が不在のとき 参事(課長相当職) 

(2) 課長等及び参事(課長相当職)がともに不在のとき 副課長 

(3) 課長等、参事(課長相当職)及び副課長がいずれも不在のとき 係長 

(平22教委規程2・平27教委規程2・平30教委規程1・平31教委規程1・一部改正) 

(軽易な事務の処理) 

第5条 別表第1に定めのない事項であって軽易なものは、教育部長、市民センター長及び課長等におい

てそれぞれ処理することができる。 

(平27教委規程2・一部改正) 

(重要異例事項に関する特例) 

第6条 第3条及び第4条の規定にかかわらず、重要又は異例に属する事項については、あらかじめ処理

の方針を指示されたもの又は特に急を要するもののほかは、専決又は代決をすることができない。 

(後閲) 

第7条 代決した事項については、速やかに上司に後閲を受け、又は報告しなければならない。 

(平30教委規程1・全改) 

(合議等) 

第8条 合議は、決裁事項及び専決事項に関係を有する他の部署に対し、同意の意思表示を求める場合
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にのみ行うものとする。 

2 合議にあたっては、決裁事項及び専決事項に係る意思決定に必要な職員のみを対象とし、事務の効

率化を図らなければならない。 

(平30教委規程1・追加) 

附 則 

この規程は、平成17年1月1日から施行する。 

附 則(平成18年教委規程第1号) 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則(平成18年教委規程第2号) 

この規程は、平成18年4月1日から施行する。 

附 則(平成22年教委規程第2号) 

この規程は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成23年教委規程第1号) 

この規程は、平成23年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年教委規程第1号) 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則(平成24年教委規程第2号) 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則(平成26年教委規程第1号) 

この規程は、平成26年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年教委規程第2号) 

この規程は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成30年教委規程第1号) 

この規程は、平成30年8月1日から施行する。 

附 則(平成31年教委規程第1号) 

この規程は、平成31年4月1日から施行する。 

附 則(令和3年教委規程第3号) 

この規程は、令和3年4月1日から施行する。 

附 則(令和4年教委規程第1号) 

この規程は、令和4年4月1日から施行する。 

別表第1(第3条、第5条関係) 

(平30教委規程1・全改、令3教委規程3・一部改正) 

専決事項 

教育部長が専決できる事項 

1 市議会の議案に関連し配付する資料のうち軽易なものに関すること。 
2 教育副部長及び課長等の6泊7日以内の旅行命令に関すること。 
3 副課長以下の職員の7泊8日以上の旅行命令及び外国への旅行命令に関すること。 
4 教育副部長及び課長等の週休日等の勤務命令に関すること。 
5 教育副部長及び課長等の休暇に関すること。 
6 副課長以下の職員の3日を越え1月未満の休暇に関すること。 
7 教育副部長及び課長等の事務引継ぎに関すること。 
8 定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 
9 名義後援に関すること。 
10 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること(軽易なものを除く。)。 
11 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護条例に基づく保有個人
情報の開示等に関すること。 

12 部内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関すること。 
13 広報及び刊行物の編集発行に関すること(重要なもの及び軽易又は定例的なものを除く。)。 
14 財産の1年以内の貸付け及び使用許可に関すること(新規のものを除く。)。 
15 軽易な協定、覚書等に関すること。 
16 物品の供用管理に係る調整に関すること。 
17 不用品の処分に関すること。 
18 教育委員会事務局の事務・事業の執行管理に関すること。 
19 教育委員会事務局の事務・事業の調整に関すること。 
20 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の開催に関すること。 
21 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 
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別表第2(第3条関係) 

(平23教委規程1・全改、令3教委規程3・一部改正) 

専決事項 

22 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 
23 都道府県教育委員会その他の教育委員会との連絡調整に関すること。 
24 学校教職員の恩給及び退職手当並びに共済組合等に関すること。 
25 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 
26 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関すること。 
27 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は簡易な事項に関すること。 

市民センター長が専決できる事項 

1 市議会の議案に関連し配付する資料のうち軽易なものに関すること。 
2 課長等の6泊7日以内の旅行命令に関すること。 
3 副課長以下の職員の7泊8日以上の旅行命令及び外国への旅行命令に関すること。 
4 課長等の週休日等の勤務命令に関すること。 
5 課長等の休暇に関すること。 
6 副課長以下の職員の3日を越え1月未満の休暇に関すること。 
7 課長等の事務引継ぎに関すること。 
8 定例的な告示、公告、公表その他の公示の決定に関すること。 
9 名義後援に関すること。 
10 通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること(軽易なものを除く。)。 
11 唐津市情報公開条例に基づく公文書の開示等及び唐津市個人情報保護条例に基づく保有個人
情報の開示等に関すること。 

12 市民センター内で対応が可能な陳情書、要望書等の提出及び処理に関すること。 
13 広報及び刊行物の編集発行に関すること(重要なもの及び軽易又は定例的なものを除く。)。 
14 財産の1年以内の貸付け及び使用許可に関すること(新規のものを除く。)。 
15 軽易な協定、覚書等に関すること。 
16 物品の供用管理に係る調整に関すること。 
17 不用品の処分に関すること。 
18 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の執行管理に関すること。 
19 市民センターの教育委員会事務局内の事務・事業の調整に関すること。 
20 定例の講習会、講演会、協議会その他これらに準じる諸集会及び行事の開催に関すること。 
21 所管に属する諸団体との連絡調整に関すること。 
22 附属機関の委員その他の構成員の旅行命令に関すること。 
23 学校教職員及び児童・生徒の保健衛生に関すること。 
24 国・県に対する補助事業等の実施協議及び進捗状況等の報告に関すること。 
25 前各号に掲げるもののほか、課長等の専決に該当しない定例又は軽易な事項に関すること。 

課長等が専決できる事項 

1 副課長以下の職員の6泊7日以内の旅行命令に関すること。 
2 旅行依頼に関すること。 
3 副課長以下の職員の週休日等の勤務命令に関すること。 
4 時間外勤務命令に関すること。 
5 副課長以下の職員の3日以下の休暇に関すること。 
6 副課長以下の職員の事務引継ぎに関すること。 
7 職員等への貸与品の貸与に関すること。 
8 軽易な通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること。 
9 所掌事務に係る証明に関すること。 
10 軽易又は定例的な広報及び刊行物の編集発行に関すること。 
11 施設の利用許可に関すること。 
12 所管施設の維持管理に関すること。 
13 税外収入の納入通知に関すること。 
14 歳計外現金に関すること。 
15 物品の検収に関すること。 
16 課内の事務・事業の執行管理に関すること。 
17 課内の事務・事業の調整に関すること。 
18 配置職員の事務分掌の決定に関すること。 
19 庁用自動車の管理に関すること。 
20 小学校及び中学校の転入学及び通学区域外の入学に関すること。 
21 所管に属する市民の諸団体の育成に関すること。 

小学校長及び中学校長が専決できる事項 

1 市費配置職員の日帰りの旅行命令に関すること。 
2 市費配置職員の3日以下の休暇に関すること。 
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3 軽易な通知、報告、照会、回答、申請、進達等に関すること。 
4 所掌事務に係る軽易な証明に関すること。 
5 職員の事務引継ぎに関すること。 
6 物品の検収に関すること。 

統括事務長又は事務長である学校共同事務室長が専決できる事項 

1 物品の供用及び出納通知に関すること。 
2 事務処理に関する調査の実施及び資料の収集に関すること。 
3 共同実施業務に関すること。 
4 共同実施業務に関する事務の調整に関すること。 
5 共同実施業務に関する照会、回答に関すること。 
6 共同実施業務のうち設備の管理に関すること。 
7 共同実施業務に係る学校共同事務室員の旅行命令、時間外勤務命令に関すること。 
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